予算要求資料
平成27年度当初予算　支出科目　款：民生費　項：国民健康保険費　目：国民健康保険指導費
	事業名　新 国民健康保険広域化等支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 国民健康保険担当　電話番号：058-272-8343

E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　５，３０８千円（前年度予算額：０円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	5,308
	0
	0
	0
	0
	0
	5,308
	0
	0

	決定額
	5,308
	0
	0
	0
	0
	0
	5,308
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・昨年12月に成立した、社会保障制度改革の全体像と進め方を示す「プログラム法」の中で、国民健康保険制度の抜本的な制度改革に必要な措置は、平成26年度から29年度までを目途に順次講ずるものとされ、現在、国と地方の代表が参加した「国保基盤強化協議会」にて検討されている。

・8月に公表された「中間整理」の中で、国民健康保険料（税）（以下、「保険料」という）は、都道府県が、都道府県内の保険給付費（医療費）総額の見込を立て、その財源として市町村が都道府県に納める「分賦金」を定めることとされた。また、保険料の平準化を進めるため、都道府県内統一の標準的な保険料算定方式や市町村別収納率目標を定めることとされた。

・9月に、県と市町村との「中間整理」に係る意見交換を実施し、市町村からは県に納める分賦金に係る試算を求める意見が寄せられた。

・これを受け、県と市町村との議論を深めるため、現在3パターン（※）ある保険料算定方式それぞれで試算を行う。
※　2方式（所得割＋被保険者均等割）

3方式（所得割＋被保険者均等割＋世帯別平等割）

4方式（所得割＋被保険者均等割＋世帯別平等割＋資産割）
（２）事業内容

・県内同一の保険料算定方式を設定した場合の標準的な保険料率及び市町村ごとの保険料額を試算する。

【試算処理料】（一般財団法人岐阜県市町村行政情報センター（以下、「センター」という）へ委託）　3,580千円
資産割データ抽出：資産割がない7市町のうち岐阜市を除く6市町（可児市、本巣市、神戸町、輪之内町、大野町、御嵩町）分の固定資産税データ抽出費用　48,000円×6市町×1.08＝311,040円
試算処理用統合ファイル作成：866,000円×1.08＝935,280円

試算処理：＠180,000円（10万件以上）×3パターン×4回×1.08＝2,332,800円　　合計：3,579,120円
【基礎データ作成料】（４市町へ委託） 1,728千円
現在、保険料の電算処理をセンターに委託していない市町村が8市町（岐阜市、多治見市、美濃加茂市、各務原市、海津市、養老町、垂井町、坂祝町）あるが、試算にはこの8市町からセンターへの基礎データ（世帯ごとの課税所得や資産税の状況）の提供が必要で、うち4市町（多治見市、美濃加茂市、各務原市、坂祝町）はデータ抽出・作成費用が必要。
400,000円×4市町×1.08＝1,728,000円
（３）県負担・補助率の考え方

・事業財源は、国民健康保険広域化等支援基金からの繰入金を充てる。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	5,308
	上記２（２）のとおり

	合計
	5,308
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

・岐阜県国民健康保険広域化等支援方針
（２）後年度の財政負担

・後年度に実施する場合、財源は、国保広域化等支援基金からの繰入金を充てる。

（３）事業主体及びその妥当性

・センターは、県内市町村の国保電算業務における効率的な情報処理体制を確立している。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　平成３０年度に、県が財政運営（分賦金の収納、医療費の支出等）を担
　う新たな国保制度が始まることに備え、当該試算によって市町村ごとの分
　賦金額とそれを基にした各市町村の一人当たり保険料の推計値を得ること
　によって、平成２７年度以降に実施する県と市町村との協議を効果的に進
　める。

　　また、試算に伴い県内同一の保険料算定方式を示すことで、平成３０年
　度以降に取り組むこととなる県内保険料の平準化について、市町村の理解
　を醸成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	設定なし
	なし
（H   ）
	―
(H  )
	  ―  （H  ）
	―
（H  ）
	なし
（H  ）
	― ％


	


○指標を設定することができない場合の理由
	　市町村との協議への効果や市町村の理解の進捗状況を数値化することは困難であるため。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

―


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

―


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	新制度への円滑な移行のためには、市町村との協議を効果的に進めていく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　―
	―

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　―
	―


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　試算業務の効率化・低コスト化と試算結果の精度向上の両立


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　試算に用いる基礎データは毎年変動するものであるため、試算もそれに応じて毎年実施し直す必要がある。
　ただし、新制度開始の前年度（平成２９年度）には、試算ではなく正規の計算を行うこととなる見通しであり、当該試算事業は、平成２７年度と２８年度の２ヶ年度のみの実施となる可能性が高い。
　なお、平成２９年度以降の正規の計算業務に係る財源については、広域化等支援基金の今後のあり方に関する国の検討状況を踏まえ、別途検討を行う。


